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国連における国際人権基準の設定

一基準の概念と設定のプロセス-

滝澤 美佐子

はじめに

現代国際法を特徴づける原則の一つとして,人権の国際的保障が挙げら

れる(1)。国連憲章がその目的として「人権および基本的自由の尊重」を明

記して以来,この分野における法的・制度的充実は著しく, 20世紀の後半

のごく短期間に国際法の新たな一分野を構成するに至った。

人権に関する実定国際法,中でも国際人権条約の定立に大きく貢献した

のは,いうまでもなく普遍的な,また,地域的な国際機構である。国際連

合(以下国連と略記)のみでも,設立後50年の間に約60もの国際人権文書

が国連総会(以下総会と略記)その他の機関において採択されている(2)。そ

のうち,国連の採択した国際人権条約は23を数え,国際社会における人権

の法的な保障に,中心的な役割を果たすことが期待された。

しかしながら,国際人権条約の下の人権保障には様々な制約があること

も事実である。第一に,批准するまでに国内法との調整や新たな立法の必

要から時間がかかる。第二に批准したとしても,条約目的に反しない限度

において留保が可能である。この現象は女子差別撤廃条約において顕著で

あり,締約諸国によって百か所以上の留保がなされており,それは条約の

下の監視機関である女子差別撤廃委員会で問題になっている。第三に,秦

約の実施における強制力の欠如などにより,そもそも普遍的に適用される

ことを目的とした人権条約が,その理念どうりに働かない。第四に,条約

の国内的強制力は,締約国の統治形態や憲法規定に直接依存している(з)。
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国際的な人権保障の促進とこの分野における国際法の実定化において,国

際条約は意味を持ちうることは否定できないが,条約の締結のみでは十分

に人権が保障されないというのが現状である。

さて,国際的な人権の尊重と促進については,人権諸条約採択の以前か

らすでに1945年の国連憲章において,国際協力によって推進されるべき国

連の主要活動目的として掲げられていた。この国連の下の人権保障措置は,

国際人権条約による国際人権保障の機能を推進しかつ補完する形で,この

50年間に大きく発展した。

国連はさまざまな国際人権条約の作成に先行あるいは並行して, 「宣言」

「勧告」といった法的拘束力を伴わない国際人権基準を採択してきた。これ

が「国際人権基準の設定」と表現されるものである。 1948年に国連総会が

世界人権宣言を採択して以来, 「児童の権利宣言」, 「女性に対する差別撤廃

に関する宣言」, 「拷問禁止に関する宣言」など,多種多様な国際人権基準

が採択され,その数は約30にのぼる。それらは,国際人権条約のように国

際法上の法的拘束力を持つものではないが,すべての人民とすべての国家

にその尊重を求めている。多くは国連総会等の決議として採択されること

により,人権の普遍性を確保し,人権に関する国際的合意の形成に寄与し

ている。その後,こうした「国際人権基準」について,基準に反している

国家の行動を,総会や国連人権委員会(以下人権委員会と略記)等の国連

諸機関が「監視(モニター)」するという手続が,人権を取り扱う国連諸機

関によって発展してきたのである。すなわち,国連は決議の採択を通して,

国際人権条約の採択を待たずに人権に関する共通の基準を設定する。また,

国連は,国際人権諸条約の締約国であるなしにかかわらず,国家の人権侵

害状況を総会,経済社会理事会(以下経社理と略記),人権委員会等を通じ

て公表し,討議する場を確保している。これによって,人権侵害国が国際

的非難を受け,何らかの対応をせまられるような仕組みが用意されるよう

になった。こうした活動を,筆者は「国連の国際人権基準設定および監視
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活動」とよんでいる。国連による「国際人権基準設定および監視活動」は,

今日,国際人権保障にとっての無視しえない手段であることが広く確認さ

れ,国家に対して少なからず影響を与えている。

現代は,一方では諸国家や諸国民の法意識に「人権」といった普遍的な

共通意識が生まれ,他方で様々な権利意識の衝突から生ずる問題が国内的

にも国際的にも頻発している。こうした状況下では,普遍的な人権の内容

についてどのような国際的な合意がなされているかについての十分な整理

が必要であり,それが今ある,あるいは,今後ありうるかもしれない規範

状況についての共通認識の土俵をつくる。

そうした作業の前提として,本稿ではまず,極めて現代的な課題である

人権の普遍化への端緒となり,今もなお人権の普遍的共通意識を推進して

いる国連の国際人権基準の設定につき,その正確な内容をとくに法的な側

面から掴まえることとしたい。

国際人権保障の研究では「基準設定」の時代から「促進」へ,さらに「保

護」の時代に入って久しいとされ, 「基準設定」よりもむしろ基準の実施の

研究が優先課題になっている。そこにおいても,基準の実施の問題は,基

準のあり様の理解なくしてはありえない。また,時代の変化とともに新た

な人権基準が必要とされ,従来の基準の実施に影響を与えもする。そう

いった観点からも,基準設定の在り方を検討しておくことは有用だと思わ

れる。以上のような問題関心から,本稿では,国連により採択された国際

人権基準の意味を掴まえ,その設定のプロセスを振り返り,普遍的な人権

意識を支える現実に迫ってみたい。
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I　国際人権基準の概念

1　国際人権文書の多様化と国際人権基準の一般的概念

国際基準internationalstandards)の語は,学説や実践において,必ずし

も-様な使われ方をしていない。国際的な規則を定めた文書形式は非拘束

的な勧告・宣言に加えて,法的拘束力を伴う条約まで含め様々である。国

際基準の概念もまた論者により様々であり,さらに,実意国際法上の用語

として確立しているとはいい難い。本稿では, 「国際人権基準」の概念につ

き,あらかじめ定義をしておきたい。

まず,国際機構の実践と学説から,国際基準の一般的概念を捉えてみよ

う。

国際基準は,広義には,非拘束的な基準,ならびに,法的拘束力を伴う

基準の双方を総称する。

例えば,こうした用語の使用例はいくつかの専門機関の実践の中に見出だ

される。この最も古い例は, I LOの採択する国際労働基準international

labourstandards)である。 I L Oの場合,国際労働基準とは国際労働条約と

勧告の双方を含んだ呼称である(4)。国連教育科学文化機関(United Nations

Educational, Scientiйc and Cultural organization :ユネスコ)においても基準の

語は同様に用いられる。ユネスコにおいて,基準設定文書(standard-setting

instrumentsj　として呼ばれるものには, (a)ユネスコ条約, (b)勧告, (с)宣言が

含まれる(5)。国連においても,国際人権条約および勧告,宣言を総称して,

国際人権基準(international Human Rights Standards)の語を使用している(6)。

学説上も上記の実行と同じく, 「国際基準」の用法は一様でないが,最も

広義には国際条約と勧告の双方を総称して国際基準と呼んでいる。

例えば,ヴィラリー(MichelVirallу)は国際機構の定義と類型に関する論

文の中で,国際機構を活動の調整方法の観点から基準設定国際機構と業務
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的国際機構の二つに分類できるとしている。さらに,国際基準の意味は法

的拘束力のある条約形式から,より非拘束的な形式の双方を含むとしてい

る(7)。様々な形式の国際基準を採択する意味として,加盟国間の態度の相

違による紛争を回避,あるいは解決し,さらに調整によって共通の目的を

達成することを挙げている(8)。

モルゲンスターン(FeliceMorgenstern)も法的拘束力を伴う条約や規則

の文書と非拘束的な勧告,宣言などの文書の双方を国際基準と呼んでいる。

すなわち,国際基準を「国際機構の目的のための行動基準の定立」として

位置づけ,国際機構の内部的な行為規範の設定との対比させている(9)。例

として,国際民間航空機関(International CivilAjviation Orgamzation: I C A

O)や世界保健機構(world Health Organization:WH O),国際海事機構

(international Maritime organization: I MO)の設定する技術規則,経済協

力開発機構(Organization for Economic Cooperation and Development: O E C

D)や北東大西洋漁業委員会(North-EastAtlantic Fisheries commission)の

採択する決定のように適用除外(optingout)や通告(notification)を国家

の方から申し出ない限り,法的に拘束される国際基準やI LOやユネスコ

の条約・勧告,世界人権宣言などを広く国際基準の枠に含める。

これらの分類の特徴は国際人権基準の「設定」の仕方に分類の基礎をお

き,その文書の法的性格に基礎をおいていない点にあiる。すなわち,国際

機構の議決機関による一般的普遍的規則が,加盟国の個別の行為とは区別

される国際機構による主体的な統一的,一方的行為として「設定」された

場合に, 「国際基準」と呼ぶのである(10)。

その一方で,条約という形態をとらずに法的拘束的の生ずる文書を国際

基準と呼ぶ場合もある(ll)。この場合には,批准をもって一定の規則が発効

するという伝統的な条約による規則の制定と区別して,国際機構によって

採択されれば一定の規則が批准という手続を経ずに自動的に有効になる点

に注目して,条約とは異なる新しい方式の規則の制定という意味を込めて
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国際基準という語をあてている。したがって, I LO条約などの国際条約

はここでいう国際基準に含まれない。条約の形式を取らない規則制定が国

際基準の対象となり,法的拘束力を自動的に伴う欧州石炭鉄鋼共同体条約

の下で制定された基準(radioactivestandards), I CAOやWHOなど適用

除外(optingout)を申し出なければ自動的に法的拘束力を伴う国際標準,

法的拘束力を伴わないI LOの労働勧告やIMOの航行安全規則などを含

む。

また,国内法のモデル法(modellaw)として作成された規則やガイドラ

インを国際基準と呼ぶこともある(12)。この場合の基準の用法は,国際機構

により一方的に制定された非拘束的準則を指すが,さらに限定的に宣言i

勧告とは区別されるものとして言及される。

上記の実行,学説上の多様な用法から広義の国際基準の意味は次のよう

に整理できる。第-に,広義の国際基準の意味するところは,主権国家に

とっての行為の準則となる一般的普遍的な規則を明示に文書で規定するこ

とで,加盟国の政策を一致させ調整する点に重点がおかれる。したがって,

国際機構の内部規則の制定や基本文書の改正といった決議の採択はこれに

含まれない。第二に,国家にとっての行為規範の設定であれば,文書の法

的性格や形式は問わず,ひろく国際基準に含める。すなわち,国際基準は

法律文書,非法律文書の双方を指す。条約および勧告は法的性格を問わず

に国家の行動や実態を測る指標の意味で,国際基準として総称されるので

ある。第三に,伝統的な条約起草過程とは区別されること,すなわち,設

定において国際機構により主体的に,統一的,一方的に定立されることが

重要な指標となる。この意味から国際慣習法の形成までは含まない。した

がって,広義に「国際人権基準」といった場合は,上記の三点を指標とし

て,国際人権条約,宣言・勧告の双方を含むものといえる。

国際機構の一方的行為としての広義の「基準設定」の語の意味は,国際

機構による国際法定立(law-making)ともいわれる主権国家を法的に拘束
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する条約・規則の採択と,国家に対して形式上は法的拘束性をもたない規

則制定の双方が含まれるため,厳密な分析概念としては不十分である。

2　本稿で使用される狭義の「国際人権基準」の概念

本稿の用いる「国際人権基準」は,狭義の意味として,世界人権宣言にい

うところの基準を意味し,形式上法的拘束力を持たないもののみを指す(13)。

国際人権基準.international human rights standards)という言葉は, 1948

年に世界人権宣言(総会決議217AUII))がその前文において「すべての人

民とすべての国が達成すべき共通の基準common standards of achievements

forallpeoplesandnations)」と明記して以来,国連において盛んに使用され

るようになった。そもそも,世界人権宣言にいう国際人権「基準」は,国

家に法的義務を付与することを意図しない。このことは世界人権宣言の文

言から明らかである。世界人権宣言の前文にもあるように,この基準は「社

会のすべての個人およびすべての機関が,この宣言を念頭におきながら,

加盟国自身の人民の間にも加盟国の管轄下にある領域の人民の間にもこれ

らの権利および自由の尊重を指導,及び教育によって促進し,並びにそれ

らの普遍的かつ効果的な承認および遵守を国内的国際的な漸進的措置に

よって確保するよう努力する」(世界人権宣言前文より抜粋)ことを目的と

している。ローターパクト(HershLauterpacht)も指摘するように,世界人

権宣言のこうした文言上の表現から, 「宣言は,時間を経て,国連加盟国に

よって一般に,法原則として認められ受け入れられていく性質のもの」な

のである(14)。すなわち, 「国際人権基準」とは「法的拘束力を意図されな

い」文書であって, 「その実施が漸進的措置によって確保される」という非

拘束的性格が明らかになる。

本稿で使用される狭義の国際人権基準の意味内容は,すでに検討した広

義の国際基準からさらに区別されるべき性質を含んでいる。そこで,広義
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の「国際基準」から区別される本稿でいう「国際人権基準」に含まれる要

素とは何か,それらを具体的に検討しよう。

(1 )法的な義務か道義的な義務か

まず,狭義の国際人権基準の第一の要素として法的拘束力を伴わない,

という点を検討する。議論の出発点として世界人権宣言の起草過程に遡り

たい。

後述するように,国連において国際人権基準設定の出発点となったのは,

ルーズヴェルト夫人(EleanorRo。sevelt)を初代委員長とする人権委員会に

よる国際人権章典(International вill orHuman Rights)の起草委員会の作業

である。人権委員会の第二回会合(1947年12月　2日-17日,於:ジュネー

ブ)において,国際人権章典を人権の具体的内容を明確にした「国際人権

宣言」とそれを条約の形にした「国際人権規約」に分けることが決定され,

それぞれに試案を作成することになったことはよく知られている。本稿の

関心から興味を引くのは,人権委員会の第三回会合(1948年5月～6月,

於:レークサクセス)で行われた宣言の法的性格についての議論である。

第三回人権委員会において,宣言の法的怪格について,以下の三つのう

ちどの様なものとして解釈するかが議論された。(1)宣言は仝加盟国に対し

て,その法律をこの宣言の規定と一致せしめる直接の義務を課するものと

する。(2)宣言はいかなる義務をも課するものではない。(3)宣言はすべての

民族,およびすべての国民の達成する共通目的を代表するものである。故

に,その中に規定されている権利および自由の世界的な,かつ効果的な承

認と遵守を確保するためにたえず努力すべきである,という道徳的な義務

を課するものと解釈することができる。しかし,法的には何ら拘束力を有

するものではない,とする三様の解釈である。審議の結果,第三の解釈が

取られることが合意されたのである(15)。
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世界人権宣言の法的性格についてなされた人権委員会の議論は,本稿で

用いる国際人権基準の意味を次の意味で規定する。第一に,宣言はそれ自

体,法的拘束力を持たないが, 「達成すべき共通の基準」であって国家によ

る不断の努力が求められるのである。第二に,条約形式の場合は法的義務

が国家に課せられるが,宣言の場合は,むしろ道義的義務に止まり,法的

拘束力はあらかじめ意図されていないのである。

(2)列挙主義か定義主義か

国際人権章典が宣言と規約という二つの形式で成立した背景には,さら

に列挙主義と定義主義との対立,すなわち,単に権利を列挙するか,それ

ぞれの権利を詳細に規定するかについての対立が存在したことが挙げられ

る。

国際人権規約の起草過程において, (1)各条文が一般的性格の簡潔な条項

であることを主張する側と,(2)各種利,その範囲と内容,その制限,並び

にこれに関する国家の義務が最大限可能な正確さをもって起草されるべき

であることを主張する側で対立している(16)。第一の立場は,国際人権規約

を「世界人権宣言の第二版」と位置づける方向性を持つ。第二の立場は「世

界人権宣言がすでに布告されているのであるから,できるだけ正確に各権

利の範囲と内容,その制限,およびそれに関する国家の義務を定義し,そ

してそれによって国家が守る国際的な法的標準と規則を設けることをしな

いのであれば,何が人権規約を起草することの目的であるのか」という考

えにたっている(17)。

国際人権規約は世界人権宣言の第二版ではなく,宣言を発展させより詳

細に諸権利を規定している。とはいえ,ある条項は詳細であっても,ある

条項は一般的であり「宣言が一般的な規定を持ち,条約は詳細な規定を持

つ」というように一般的な定式を示したと言い切ることはできない。しか
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しながら,基本的に一般的な原則は宣言文書に適し,詳細な規定は規約に

盛り込むという方針が伺える。

国際人権章典の作成準備のため人権委員会が事務局に対し予備草案を要

請したときに,宣言作成指導原則を送付している。その内容は(1)加盟国の

憲法を考慮にいれること, (2)宣言は国連の仝加盟国が受諾できるものであ

ること, (3)宣言は簡潔明瞭で,かつ適切な表現であること, (4)宣言は最も

基本的な権利の誓言であること,とされている。すなわち,普遍的,一般

的に適用可能な基本的な原則を打ち出すことに宣言の第一義的目的があっ

たように思われる(18)。

こうした方針は事実上その後の基準設定にも受け継がれている。例えば,

人種差別撤廃宣言および人種差別撤廃条約の起草過程の一般的討論におい

ては,人種差別撤廃宣言はより簡潔で,明瞭かつ厳粛であることが必要だ

という点が言及された(19)。女子差別撤廃宣言の起草過程においても,その

一般的討論において,一般に宣言はあまりに詳細にならず,広くより普遍

的に受け入れられるべきものであることが表明されている(20)。

(З)権利の宣言か国家の義務か

国際人権章典の文書形式について,第一回人権委員会の起草委員会で議

論になった時にルーズヴェルト夫人は,法的拘束力のない一連の原則を連

ねた人権宣言をまず作るべきだと主張している(21)。それによって条約の交

渉,批准という厄介な手続きを経ることなく文書を採択できると考えたか

らである(22)。したがって,条約においては国家の義務規定および条約の履

行確保措置に関する規定がおかれるが,宣言においては基本的に,宣言の

実施手続に関する規定はおかれず,さらに実体規定についても権利の規定

を中心として起草されている。宣言の文言はたいていの場合権利の宣言に

止まり,具体的にその実現に関してだれが,どの様な義務を負うかについ
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ては明記されないことが多い。宣言は基本的な権利の宣言を中心としてお

り,政府等の保障義務については積極的に規定しているとはいい難い。

世界人権宣言の起草過程において,宣言に国家による保障義務に関する

規定を含めるかどうかについては激しい議論があった。例えばソ連代表は

「宣言の中に,個人のその属する民族や国家に対する具体的な義務が含まれ

ていないこと」が世界人権宣言の問題点のひとつだとしていたのである(23)。

ソ連は結局,全会一致で採択された世界人権宣言を棄権しているが,その

棄権原因のひとつはこの点にあった。

人種差別撤廃宣言,同条約の起草過程においても宣言は,政府の政策を

導き,影響を与える原則を含むべきであり,大きな道義的効力をもつべき

ものである。一方,規約は法的義務を規定するのに適正な文書であるとし

ている(24)。

規約の名宛人が政府であるのに対して,宣言の場合の名宛人は政府のみ

でなく,非政府団体,私人をも含み,世論に対しても重要な効果がある(25)。

また,宣言は政府に対して道義的な義務を課すことを意図したことはすで

に述べた通りである。

上記から世界人権宣言をはじめとする国連により設定される狭義の「国

際人権基準」はその特徴として,少なくとも,道義的性質,列挙的性格,檀

利の宣言という3つの要素を含むものといえる。本稿で使用する国際人権

基準の概念は,したがって,次のように定義される。すなわち,国際人権

基準とは「国際法上の法的拘束力は形式的には持たないが,従うことが強

く求められる,普遍的な人権および基本的自由の一般的宣言」である。本

稿では国際人権基準の語は,文書の法的性格,国際人権保障における制度

的差異を国際人権条約の下の制度との峻別を指標として,上記の如く定義

された意味で使用される。以下,上記の意味として,世界人権宣言の前文

にいうところの達成すべき共通の「基準」を意味し,形式上法的拘束力を

伴わないものとして認定される基準を国際人権基準と呼ぶ。
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II　国連の国際人権基準の特徴

Iでは,国際基準の概念を検討し,本稿でいう「国際人権基準」の概念

について,道義的性質,列挙的性格,権利の宣言,という特徴を示して,そ

れに基づいた「国際人権基準」の定義を行った。 IIでは,国際人権基準の

具体例に則して,国際人権奉準を形式,内容において分類し,さらにその

特徴を把撞したい。

1　国際人権基準の形式

はじめに,国際人権基準はどの様な文書形式をとっているのか,形武上

の差異はどのように判断されるのかについて検討したい。

国連憲章は第13条,第62条にあるように,基準設定のための文書として

「勧告(recommendation)」を明示している。しかし,国連の実行において

は,国際人権基準にさまざまな名称が与えられており, 「勧告」と称される

ものはごく一部にすぎない。基準設定当初から現在まで,国際人権基準に

は「宣言(declaration)」と称されるものが最も多い。しばしば「最低基準

(standardminimumrule)」, 「行動準則(codeofconduct)」, 「基本原則　te c

principles)」, 「保護規則(safeguards)」, 「ガイドライン(guidelines)」ある

いは「勧告(recommendation)」という名称が使われる。

国際人権基準には以上のように,様々な名称が付されるものの,そのこ

とはただちに文書の勧告的地位に変更を与えるものではない。 1962年,国

連の法務部(OfficeofLegalAffairs)は, 「宣言」が「勧告」と異なる法的

性格を有するものかどうかに関する国連人権委員会の質問に対して次のよ

うに回答しているo

「国連の実行においては, 『勧告』と『宣言』の間に厳密な法原則上の

区別はないといって良いだろう。 『宣言』あるいは『勧告』は,国連機
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関によって決議として採択される。そのようであるから, 『勧告』では

なくむしろ『宣言』という形式をとっているということのみから,条

約あるいは規約が締約国に拘束的であるように,その文書が加盟国を

法的に拘束するものではない。」

法務部の意見はさらに続けて, 「法的には区別はないが, 『宣言』はそれ

を採択した機関のために,国際社会の構成員にとって従うことを強く期待

するものだと考えられる」とし, 「そうした期待が国家実行を導き,慣習法

として国家を拘束するだろう」というコメントを付している:26)。

このことから宣言文書である国際人権基準は,加盟国に対して一般に国

際法としての法的拘束力は付与されない準則でありながら従うことへの期

待がよりいっそう強いものということができるだろう。ただし,勧告と

いった,宣言の名称をもたない文書が宣言よりも効果において劣るかどう

かについては,自動的に結論づけることはできない。

さて,法務部の意見と実例を踏まえると,国際人権基準はその内容と目

的から以下の四つに分けられる。

2　国際人権基準の内容と目的による分類

(1 )具体的な人権の宣言一条約作成が予定されているもの

第-のカテゴリーは,それまで明示されていなかった人権を新たな基準

として設定するものである。内容はすべての人々を対象とする人権を一般

的に規定するものと,特定の集団や権利に固有の人権規定を設けるものと

がある。多くの場合「宣言」の形をとる。そのうちのいくつかは,後に人

権条約作成を通して,国際人権基準の全部あるいは一部の規定が実定法化

される。こうした実践はとくに国連の人権分野に顕著である。このように

すでに存在している,あるいは,現在提案されている人権条約の布石とな
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るという意味でも,また,具体的な国際基準を設定するという意味でも国

際人権基準は重要である(27)。この種の例としては以下のものがある。

-世界人権宣言(経済的,社会的および文化的権利に関する国際規約(以

下社会権規約)ならびに市民的および政治的権利に関する国際規約

(以下自由権規約)に発展し,同宣言と規約を合わせて国際権利章典と

呼ばれる。)

-あらゆる人種差別撤廃に関する国際連合宣言(のちに人種差別撤廃条

約として発展)

一女子差別撤廃宣言(のちに女子差別撤廃条約に発展)

一児童の権利宣言(児童の権利条約に発展)

一拷問に対するすべての人々の保護に関する宣言(拷問等禁止条約に発

展)

i宗教的不寛容撤廃宣言(宗教的不寛容に関する条約作成中)

-先住民の権利宣言案(先住民の権利条約作成予定)

一民族的,種族的,宗教的,言語的少数者に属する人々に関する国際連

合宣言

一在住する国の国民ではない個人の人権に関する宣言(移住労働者権利

保護条約が後に宣言の内容になかった不法就労者の権利を加える)

i強制的失院からすべての人々を守る宣言

一植民地独立付与宣言

(2)モデル法

第二は人権条約化を直接目指すものではないが,既存の国際人権基準や

実定規範ないし原則をより具体的に発展させ,人権の基準を提示すると同

時に実務面での指針(ガイドライン)を提供するといったモデル法として

の役割を期待されるものである。すでに存在する人権基準を補完するため
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に刑事司法・少年司法の実務規則や手続規則を提供したり(28)詳細な規定

をおくことですでにある基準の解釈の指針ともなりうる。この種の基準は

国内法のモデルを提示するものであるが,実際に,国内の人権関係の法務

は一様ではなく,適用される段階では国家の柔軟な解釈に従うことになろ

う。例は以下に挙げるもので,刑事司法・少年司法制度の手続面を規定し

たものがほとんどである。

一被拘禁者取扱いのための最低基準規則

一被拘禁者保護原則

一少年司法運営のための国際連合最低基準規則(北京規則)

-法律の執行に当たる官吏の行動準則

一拷問およびその他の残虐な,非人間的または品位を妃める待遇または

処罰に対して受刑者および被拘禁者を保護するための医療従事者特に

医者の役割に関する医療倫理の原則

一死刑者権利保護規定

-司法部独立原則

-非自発的失院に関する宣言

一少年非行の防止に関する国連ガイドラィン(リヤド・ガイドライン)

一自由を奪われた少年の保護に関する国連規則

-あらゆる形態の拘禁もしくは刑務所収容に付された全ての者の保護に

関する原理の大綱

-あらゆる形態の抑留・拘禁下にある人々を保護するための準則

-被拘禁的手段のための国際連合最低基準規則(東京規則)

- 「刑務・矯正施設職員の選任および研修」に関する決議

- 「開放的刑務・矯正施設」に関する決議

- 「刑務作業」に関する決議

一婚姻の同意・最低年齢・登録に関する勧告
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(З)集団的権利

第三のカテゴリーは,集団的権利を規定した国際人権基準である。

従来の人権の国際的保護の対象が国家と個人の関係から生じる人権問題

にあったのに対して,国際社会と集団(個人の集合体)の間の構造的関係

から生じる人権問題をも対象にするようになった。そして,人権の享有主

体を個人および集団とした新しい権利概念が生まれてきた。それが, 「第三

世代の人権」や「連帯の権利」といった新しい人権概念である。集団的な

人権という考え方を従来の個人の基本的な権利としての人権概念に導入す

るものである。特に一部の開発途上国において-は,国際的な協力なくして

は一国の政府のみによる人権の保障は到底成り立たないというのが現状で

ある。このような状況に鑑み,より積極的に国際協力によって人権を保障

してゆくというアプローチが生まれてきた。集団的権利はその具体的な権

利義務の内容についてはいまだに暖味なままである。このために,具体的

な国家の義務を設定する条約の形態になじみにくい。さらに, 「構造的権

利」とも呼ばれるこの集団的権利は,社会の秩序の変革を求めることを主

眼としているために,実定化が困難であるともいわれる(29)。

このような第三世代の人権に含まれるものとして,例えば以下のものが

ある。

-発展への権利に関する宣言(30)

-人民の平和への権利に関する宣言(31)

(4)未批准・未発効の条約

国連は国際人権条約を総会決議の形式で「採択(adoption)」し,加盟客

国に対し同文書-の支持や批准を促す。国際人権条約は,後に批准,受諾

によって加盟国に対して国際条約としての法的拘束力をもつことになる。
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逆に批准される前,あるいは発効する前の人権条約や選択議定書は,本稿

でいう国際人権基準と同様のものとしてみなすことができる。

国連の主要機関によって採択された人権条約については,たとえそれが

未批准,未発効のものであっても,下部機関や事務局がその内容に反する

ような行為をすることはできない(32)。また,総会,経社穫,人権委員会な

どの人権関連の国連機関は,末批准,未発効の人権条約を国際人権基準と

同様のものとして,人権条約の非締約国の人権状況を判断する際の基準と

して用いている(33)。例えば,南アフリカやイスラエルは, 1991年にそれぞ

れ自由権規約を批准するに至るが, 1967年以来,総会で両国の人権状況に

ついて,同人権条約に照らして監視活動がおこなわれていた。この種の例

は少なくない。

З　普遍性・不可分性・相互依存性と国際人権基準

以上,国際人権基準の概念を整理し,具体例に則した分類を行った。こ

れにより「形式上法的拘束力は持たないが,従うことが強く求められる普

遍的な人権および基本的自由の一般的宣言」である国際人権基準がより具

体的に示されたことになる。最後に,国際人権基準の概念にある普遍性や

相互依存怪,不可分性について,今日確認されている点についてふれてお

きたい。

まず,普遍性については近年,世界人権宣言にはじまる国際的人権文書

の普遍性を疑問視し,国家主権の尊重や人権の地域性を主張する傾向が,

とくにアジアの発展途上国を中心にでてきている。しかしながら, 1993年

6月のウィーン世界人権会議では,その最終宣言ですべての人権が普遍的

であることを確認するに至っている。すなわち,国際的にはそもそも普遍

的な通用を想定して採択されたきたという国際人権基準の性格を今日にお

いても肯定しているのである。
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国際人権基準の概念であげた列挙主義や基準の分類により,基準の多様

な性格をみることができた。基準に列挙された権利はそれぞれがばらばら

に存在するのではなく, -定程度相互関連性を持つ。すなわち,世界人権

宣言はそれ自体で存在しているわけではなく,後に,二つの国際人権規約

に発展し,特殊な人権の側面を個別に扱う国際規約や他の国際基準によっ

てその内容がより発展することが意図されていた(34)。世界人権宣言にはじ

まる国際人権基準は,のちの基準によって内容が拡充・発展される。簡潔

な権利の宣言が後の国際人権基準によってその内容がより具体化され,明

確化される傾向にある。また,世界人権宣言等の国際人権章典が後に新し

い基準文書中に引用され,照会されることが多い。明文で示された例とし

て,植民地独立付与宣言における世界人権宣言の引用,発展の権利宣言第

2条2項における自決権の引用などがあげられよう。以上のことから国際

人権基準の列挙主義は,基準相互に関連したものだという特徴が認められ

るだろう。

人権の相互依存性についてはたびたび不可分性とも表現される。国際人

権基準の増加に伴って次第に確認された国連の方針ともいえ,すでにいく

つかの国連決議で繰り返されている。その最初のものが国連総会決議32/

130 (1977年12月16日)(35)である。この決議については次章で詳しくふれ

たい。すでにふれたウィーン宣言においても, 「すべての人権は普遍,不可

分,相互依存的である」と謳われた(36)。発展の権利宣言はその第6条第2

項において, 「すべての人権および基本的自由は,不可分かつ相互依存的で

ある。」とし,また,同宣言の第9条第1項では「この宣言が掲げる発展の

権利のすべての側面は,不可分かつ相互依存的であって,それらの各々は

全体に照らして理解されるべきである」とする。

このように,国際的な了解として人権文書が普遍的に適用されること,

また,さまざまな人権文書相互の連関,また個別の権利相互の不可分性,棉

互依存性が一般に是認されていることは確認しておく必要があろう。
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Ⅲ　国連による国際人権基準設定活動

すでに,国際人権基準の概念を世界人権宣言の起草過程から探り,定義

づけ,実例に則して分類し,国際人権基準の特徴を検討した。つぎに,国

際人権基準を設定する国連の手続とプロセスを概観する。ここでいう「設

定」とは「権限ある機関において有効に採択される」という意味である。

1　国際人権基準設定の法的基礎

国連憲章は国連の組織および機能の基本的な枠組みを示す機構の設立基

本条約である。国連による国際人権基準設定活動の法的基礎もこの文書の

中に見出だされる。

国連憲章はその前文と第1条3項において,人権および基本的自由の尊

重を国連の目的の一つとして掲げた。国連憲章はその条項の中で少なくと

も7箇所(前文,第1, 13, 55, 62,　条および第76条)において,人権

に直接言及する規定をおく。さらに,第56条と第87条は関連規定から人権

とつながりをもっている。前文と第1, 13, 55, 56, 62条,および第68条

は一般的な適用を前提とした規定であり,一方,第76条および第87条は信

託統治地域への適用を予定した規定である。

以上のように国連はその活動の主要な目的のひとつとして人権を掲げな

がら規定は一般的な枠組みを示すにとどまる。内容の具体化は将来の基準

設定の作業として残されることになった。

さて、国際人権基準設定活動に関して,国連憲章は以下のような法的枠

組みを用意している。

国際人権基準は総会と経社理によって勧告の形で採択される。つまり憲

章第13条(b),および第62条2項に人権および基本的自由についての総会

と経社理の勧告権が認められており,基準設定に関して総会と経社理の双
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方が関わる。

両機関相互の関係は憲章上,総会の権威(authority)の下に経社理が任務

を果たす格好になっており,上下関係にある。さらに,総会,経社理とも

に補助機関を設置する権限も憲章に規定されている。これに基いて基準設

定のための様々な委員会,作業部会が設置されてきた。後に詳しく触れる

ように,実際の基準の起草は総会,経社理の補助機関において行われる傾

向にある。補助機関には経社理の機能委員会である人権委員会があり,こ

れは憲章第68条に設置をあらかじめ予定されていた。さらに,その下部機

関として差別防止少数者保護小委員会(以下,人権小委員会と略記)が設

置された。さらに,女性の地位委員会,犯罪防止刑事司法委員会がそれぞ

れの分野の国際人権基準設定にあたっている。

憲章は国連の活動の目的として,人権と基本的自由に関する国際協力を

掲げている。しかしながら,人権および基本的自由の内容について具体的

な規定がほとんどなされていない。また,憲章は人権の促進のための国際

協力を推進するとしながら,国内において人権を尊重しなければならない

法的な義務が加盟国にあるのかどうかについて明確な規定を設けていない。

実際に人権が侵害された場合に国連がそれに対してどの様な措置をとるか

についてはなんら明瞭にされていない(37)。

すなわち,国連憲章においては人権について, 「非差別の原則」および「普

遍性の原則-1の二つの原則が確認されている。「非差別の原則」については,

人種・性・言語,および宗教の四つの事由が列挙された。また,人権の普

遍性については,人権について特定の個人や地域に限定されず,いかなる

人も,またいかなる領域においても尊重されるべきことが明確にされた。

国際連盟が特定の共同体に所属するもの(少数民族)や特定の地域(委任

統治地域)に居住する個人の人権の尊重のみを問題にしたのに比べ,国連

の規定は世界中の人々の人権を問題にしたという意味で歴史的にも画期的

なものであった。こうした規定を基礎として,国際人権基準はより一層内
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客を拡充することになる。

国連の設立基本文書である国連憲章は,国連の組織と機能についての基

礎的な法的枠組みを用意する。しかし,諸規定は人権の促進と助長を規定

するごく一般的な内容に止まっている。具体的な人権の内容,義務につい

ては,将来の基準設定活動に委ねられているのである。国連憲章の起草過

程においても「世界機構の総会は,構成され次第,人権宣言を起草する任

務を負わされる旨の提案が行われ」(38)ている。

2　回連人権関係内部機関の決議による規定

( 1 )国連人権委員会(TheUN CommissiOnOn Human Rights)

人権委員会は国連における国際人権基準設定活動の中心機関である。人

権委員会は経社理によって1946年に「人権の促進」 (forthe promotion ofhu-

manrights)」の目的で国連憲章第68条に基づいて設置され,以来,第68条

にいう「(機能)委員会」 (括弧内は筆者による)として,経社理の人権分

野での活動を補佐している。人権委員会の具体的な任務の中身,および権

限は同68条には規定されておらず,経社理の人権委員会設置決議によって

規定された。以下それを見ていくが,人権委員会への付託事項は広範囲に

わたっており,人権に関する問題はすべて取り扱うことができる(39)。

人権委員会の任務　termsofreference)は経社理に提案,勧告,報告普を

以下の五点について提出することである。すなわち, (a)国際権利章典, (b)

市民的自由,女性の地位,情報の自由,他関連する事項についての国際的

宣言,および条約,(с)少数者の保護,(d)人種,性,言語あるいは宗教を基

礎とした差別の防止, (е)上記a)(b)(с)および(d)に含まれない人権に関す

るその他のあらゆる事項である(40)。とりわけ(a)および(b)を根拠に,人権

委員会は国際人権基準の設定および国際人権条約の作成にあたってきてお
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り,設置以来多くの国際人権基準の草案作成の中心機関となってきた。

1979年にさらに,国連システム内の人権に関する活動の調整に関して経社

理を補佐する任務が加わった(41)。

人権委員会の権限は以下の通りである。(a)経社理の補助機関として,経

社理の指示の下,経社理に対し提案,勧告,報告書の提出を行う。経社理

の要請に基づいて,研究,勧告,情報の提供およびその他のサービスを行

、 (42) (b)下部委員会の設置について,経社理に対して勧告をすることがでつ

きる(43), (с)個人資格の専門家や特別な分野の非政府専門家によるアド・

ホックな作業部会については,経社理の議長と事務総長の承認をもって設

置することができる(44)。

人権委員会はまず,その第-の任務である国際権利章典の起草にあたり,

一般的な権利の宣誓である世界人権宣言,続いて二つの国際人権規約と選

択議定書の起草に関与した。これらの宣言と二つの規約を合わせた「国際

権利章典」をもとに,国連憲章において内容が明らかにされていなかった

人権が具体的内容を備えるようになってきた。その中には国連憲章上に明

記された人種,性,言語あるいは宗教を基礎とした差別の防止にかかわる

ものも含まれている。

人権委員会はさらにその下に補助機関を設けてきた。常設のものとして,

次に述べる人権小委員会が設置された。加えてしばしば人権委員会の下に

アドホックな作業部会が設置され,特定の委任事項が分担され,人権委員

会に授権された範囲で基準設定活動にもあたっている。

(2)差別防止少数者保護小委員会(The UN Sub-Commission On

Prevention of Discrimination and PrOtectiOn of Minorities)

人権小委員会は人権委員会が設置した補助機関である。人権小委員会の

設置については,人権委員会の任務を規定した経社理決議9 (II)(1946年
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6月21日)のパラグラフ9によって人権委員会に授権されていた。人権委

員会は少数者の保護に関する小委員会と差別防止に関する小委員会の二つ

の下部機関の設置を承認されていたが, 1947年の第-回人権委員会におい

て単一の下部機関を設置することを決定した。

人権小委員会の任務は, 1949年につぎのように拡張された。(a)とりわけ

世界人権宣言に照らして研究を行うこと,また人権委員会に対して人権と

基本的自由に関してあらゆる種類の差別防止,並びに人種的,民族的,寡

教的および言語的少数者の保護に関する勧告を行うこと, b)経社理,およ

び人権委員会によって委託されたその他のあらゆる機能を遂行することで

ある。

人権小委員会は人権委員会の国際人権基準の草案作成を補佐する役割を

持つ。例えば,上記(a)にある「研究」については,基準設定過程において

特定の規定についての特別な研究を行って人権委員会に勧告し,基準設定

活動に寄与する(45)。しばしば,基準設定を行うかどうか決定する前段階に

おいても,特別報告者を任命して研究も行う。また,研究ばかりでなく基

準設定において,実質的な基準草案づくりも担当するOその場合,基準設

定のための作業部会が設置されることが多い(46)。

特筆すべきは,人権小委員会が国家代表ではなく,個人資格で参加する

26人の独立した専門家によって構成されるということである(47)。これは人

権委員会やその他の人権を扱う国連機関が政府代表によって構成されてい

る中で特異であり,基準設定の内容に専門性・客観性を加えることが期待

されるといえよう。

( З )婦人の地位委員会(The Commission on the Status OfWOmenj

婦人の地位委員会は1946年6月21日の経社理決議11 (II)によって設

立された人権委員会とならぶ経社理の機能委員会の一つである。国連憲章
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の男女の平等に関する規定を実施するための機関として位置づけられ,女

性に関するすべての問題についての政策形成の中心機関として設置されて

おり,女性の権利についての基準設定のための任務も負っている(48)。

委員会の任務は「(a)政治,経済,市民,社会及び教育の分野における女

性の権利の促進に関して,経社理に対し,勧告および報告書を準備するこ

と, (b)男怪と女性は平等の権利を享有すべきであるという原則を履行する

ため,女怪の権利の分野において即時的注意を要する緊急問題について経

社理に勧告し,その勧告を実施するために提案を行うこと」(49)である。以上

から婦人の地位委員会が女性の権利の分野において経社理に対する勧告権,

提案権をもつこと,すなわち女性の権利につい-ての基準設定の任務を負う

ことが示されている。婦人の地位委員会の勧告権は経社理を通して,総会

や関連分野の仕事をする他の国連機関にも向けられる。さらに,国連憲章

の男女の平等に関する規定を実施するために政府や民間団体,世界の世論

に影響を与えることも委員会の機能に含まれる。情報収集についての機能

も重要である(50)当初,委員会は男女の法律上の平等の実現に努力を傾注

した。しかし,やがて新興加盟国の増加と問題意識の変化に伴い,法律上

の平等のみならず実質的な平等-,平等のみならず発展や平和の問題へと

取扱事項の範囲が拡大(51)していった。

さて、婦人の地位委員会は女性の権利に関する基準設定に関して従来か

ら積極的に関わりをもってきた。まず女性の権利一般に関する文書につい

て,経社理を経由し,総会の要請をうけて女子差別撤廃宣言,女子差別撤

廃条約の草案作成を行った。これらは,宣言案,条約案ともに総会で無投

票採択をみた(52)。近年は武力紛争時における女性の保護に関する宣言の起

草にあたり, 1993年に総会で採択された。一方,国連の国際人権基準設定

過程の中で,特別に女性の権利に関する条項についての審議を行い,勧告

をする。世界人権宣言の起草過程において,婦人の地位委員会は女性の権

利に関わる規定の審議に投票権なしで参加するよう要請されている(53)。
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( 4)犯罪防止刑事司法委員会(The Commission on Crime Prevention

and Criminal Justice)

犯罪防止刑事司法委員会は経社理の機能委員会の一つとして,刑事政策

の分野での国際協力を担っている政府間会議である。 1992年4月,経社理

の下の常設専門家組織として1971年より機能していた犯罪防止規制委員会

(The Committee 。n Crime Prevention and Control)が廃止(54)され,犯罪防止刑

事司法委員会に再編された(55)。従来の犯罪防止規制委員会は個人資格の専

門家会議であったが,犯罪防止刑事司法委員会になってからは,国連加盟

国政府代表から構成される政府間会議に変化した。構成は40名の政府代表

委員から成り,経社理によって公平な地理的配分の原則に則って選出され

る。任期は3年である。委員会構成国はその代表に犯罪防止・刑事司法の

分野の専門的知識や経験を有し,その分野の政策について責任をもつ者を

入れることが要請される。会合は年に1度である。

委員会の機能は総会決議で次のように規定される。(a)犯罪防止および刑

事司法の分野において国連の政策の指針を提供すること, (b)優先的原則に

したがった中期計画のシステムを基礎に,プログラムの実施を開発,監視,

ならびに検討すること, (с)地域間および地域機関の活動の調整を促進し助

けること, (d)国連の犯罪防止および刑事司法プログラム-の加盟国の支援

を動員すること, {e)国連犯罪防止犯罪者処遇世界会議(UNCongresses on the

Prevention of Crime and the Treatment of Offenders :以下,犯罪防止会議と略

記する)の準備を行い,犯罪防止会議から提出された作業プログラムのた

めの可能な題目に関する提案を考慮することである(56)。犯罪防止刑事司法

委員会は従来の犯罪防止規制委員会から,より政策決定機関としての性格

を強くもつことになった。専門家会議であった犯罪防止規制委員会が廃止

されたとはいえ,個人資格の専門家への要請は一定程度存在する。犯罪防

止刑事司法委員会は個人のコンサルタントや作業部会を,委員会の準備や
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フォローアップのために適宜活用する。

刑事政策の分野では,国連は上記の常設委員会の他に犯罪防止会議を5

年ごとに開催してきている。この会議は国際連盟期の専門的国際機構で

あった国際刑法監獄会議(International Penal and Penitentiary Commission)

によって行われていたものが発展的に解消し,受け継がれる形で結成され

たものである(57)。第1回(1955年)から第5回(1975年)までは個人研究

者,政府代表の双方が投票権を有し,学術会議的性格が残っていた。第6

回(1980年)から第8回(1990年)の犯罪防止会議では政府間会議に純化

し,刑事政策関係の政策決定機関としての役割を担った。第7回になると,

国連準則制定に必要な国際の合意形成のための実務的手続がほぼ確立され(58)

多数の基準設定が行われた。犯罪防止規制委員会は国際犯罪防止会議の準

備作業として,しばしば刑事政策に関する国際基準やガイドラインの草案

作りを行った。国連の刑事政策関連の政策は2年毎の犯罪防止規制委員会

で下準備がされ,地域準備会合で交渉・審議され,犯罪防止会議が開催さ

れ,国連総会の決議で最終的に採択されるという流れで決定されていった。

「より効果的な犯罪防止刑事司法プログラムの創出」と遷する1991年12

月18日付総会決議46/152により,犯罪防止会議の位置づけも変化した。

すなわち,第9回犯罪防止会議からは国連犯罪防止刑事司法プログラムの

諮問機関に変化したのである(59)。犯罪防止会議は本会議の他に情報交換

(ワークショップ)のための副会議も推奨される。政策決定は犯罪防止会議

の結果を報告する次回犯罪防止刑事司法委員会で行う。したがって,政策

決定の流れは地域準備会合から犯罪防止会議を経て次回犯罪防止刑事司法

委員会で討議され,経社理経由で最終的に国連総会決議の採択に至るとい

うものである。

国際人権基準の設定について,国連の委員会や犯罪防止会議が果たして

きた役割は大きい。犯罪防止(c e prevention),法の執行(L;

Enforcement ,非人道的取扱いの禁止と犠牲者-の配慮(Prevention ofcru-
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国連による国際人権基準の設定　-基準の概念と設定のプロセス-

eIty and Coneern for Victims),刑事手続(criminal Procedure) ,矯正

(Corrections) ,死刑(capital Punishment) ,少年司法(Juvenile Justice)の

分野で多くの国際人権基準を設定してきた(60)。付言しておかなければなら

ないのは,こうした刑事政策に関する国連規則は成立時はどちらかという

と「受刑者の処遇と施設の管理の指針」としての性格が強かったという点

である。国連規則が「国際人権基準」として人権の側面に重点を置くもの

として展開を見せはじめたのは第5回犯罪防止会議(1975年)からであり,

拷問禁止のための世界的なキャンペーンがアムネスティ・ィンタ-ナショ

ナル等の非政府間国際組織(以下NGOと略記)を中心に強力に展開され,

国連諸機関もこれに大きく影響されるようになったことが契機としてあげ

られる(61)。

刑事関係の国連基準は,したがって国際人権文書として国連において位

置づけられているが(62)権利の宣言をするというよりは世界人権宣言等の

国際権利章典やその他の国際人権基準で宣誓された権利の保障についての

各国の行刑制度上,具体政策の指針を示すという性格が強い。

З　国際人権基準設定方針に関する決議・文書

(1)総会決議32/130

国際人権基準設定の法的基礎について,国連憲章の規定や国連決議の規

定をすでに検討してきた。ここではさらに,国際人権基準設定を行う際の

ガイドラインに関する国連決議についても敷宿しておきたい。

まず,総会決議32/130について述下る。

第28回総会において「人権および基本的自由の効果的な享受と改善のた

めの国連制度内における措置および方法」について,継続審議をする旨の

決議が採択された。第30回総会には本間題に関する各国政府,関係諸機関
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の意見等をまとめた事務総長報告が提出された。それを受けて採択された

のが総会決議32/130である。

1977年12月16日に第32回総会で採択された決議32/130は国連におけ

る将来の人権問題検討の際の基本事項として,人権の相互関連怪を挙げる。

そして,次のことを勧告した。 1)経済的・社会的および文化的権利の享受

を伴わない市民的および政治的権利の十分な実現は不可能であること, 2)

個々の者および人民のすべての人権および基本的自由は不可分であること,

3)人権問題は社会により異なる種々の状況を勘案して総体的に検討すべき

こと, 4)人権および基本的自由の効果的助長のため新国際経済秩序の実現

が必須の要素であること,などである。同決議は,人権委員会は本件に関

する検討結果,および勧告を付した報告を経社理を通じて第34回総会に提

出すること,ならびに第33回総会にその中間報告を提出することを要請し

た。

(2)総会決議41/120

国際人権基準の集積に伴い基準設定を行う際のガイドラインとして示さ

れたのが総会決議41/120 (1986年12月4日)である。その内容は,(a)

既存の国際人権法との整合性があること, (b)基本的な性格を有し,固有の

尊厳と人間個人の価値に由来していること, (с)権利と義務について確認お

よび実施が可能である程度に十分に具体的であること, (d)適切な場合は報

告制度を含む現実的で効果的な実施機関を設けること, (е)広く国際的な支

持を受けられるものであること。草案作成段階の形成途上の国際人権関係

の文書は上記のガイドラィンに従うことを求めるものである。
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国連による国際人権基準の設定　一基準の概念と設定のプロセス-

4　国際人権基準設定過程

( 1 )国際人権基準設定過程の概観

すでに述べたように,基準設定活動は国連憲章に規定されている総会

(第13条),経社理(第62条),および第22条,第68条に基いて設置され

た補助機関によって行われる。経社理の補助機関である機能委員会i人権

委員会(第68条),およびその下部機関である人権小委員会は国際人権基

準設定活動の中心機関になっている。それぞれの特殊専門の分野について,

婦人の地位委員会,犯罪防止刑事司法委員会が基準設定過程に重要な役割

を担うよう要請される。事務局も基準設定のためのイニシアティブ形成,

研究,草案作成,報告書作成等に役割を果たす。事務局の任にあたるのは

国連人権センター(TheUnitedNationsCentreforH--u.¥(63)
umanRights;,政策調

整・持続的開発局女性の地位向上部(DivisionfortheAdvancementofWornen.

D。partm。ntofPolicyCoordinationandSustainabl。Dev。lopm。nt)(64)ぉよび

犯罪防止刑事司法部門(crimePreventionandcnmina1Justic。Branch)で

ある。

1980年8月27日付の多数国間条約起草過程に関する事務総長報告書(66)に

よれば,国連で採択される多数国間条約の多様な起草過程において唯一見

出だされる共通項は,それが「複数の段階を踏んだ過程(multistage

process)」だという点である(67)初期の段階では,一般に小規模な機関(政

府代表による委員会,専門家グループ,作業部会,事務局等)によって文

書の起草が行われ,最終段階では提出されている文書にとって最も適した

機関もしくは会議といった代表機関(representativebody)によって討議,揺

択が行われるのである(68)。

手続については基準設定のために特別なものは用意されてはいない。憲

章上の若干の規定や内部の議事手続規則の枠内で基準設定が行われる。基
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準設定の「過程(プロセス)」については確立した型があるわけではなく,

各国際人権基準によって生成の過程は異なる(69)。あるものは総会で発議さ

れ短時間で成立し, 10年近くの年月を費やして完成するものもある。かか

わる機関も参加者も主題によって異なってくる。また,これまでの国際人

権基準設定の主題自体も特別に論理的に体系だてて選定されてきたわけで

はなく,すでに述べた若干の選定の指針となるガィドラインが存在するの

みであるo　しかしながら,国際人権基準の集積から基準設定過程を辿ると

以下のような流れを追うことができ,一定の特徴が見出だされうる。以下,

基準設定についての国連の実践過程を辿り,手続にもふれながらその特質

を明らかにしてみたい。

(2)国際基準設定過程

(ア)発　議

国際人権基準設定過程はまず発議によって開始される。基準設定のため

の発議は上記にあげた人権関連諸機関およびそれらの設置した作業部会等

の補助機関において行われる。基準設定の発議はいずれの機関でも行われ

うる。総会から下部機関に基準設定を委託する場合もあるし,下部機関か

ら上位の機関に基準草案が勧告されて総会で決定されることもある。ただ

し,人権委員会,人権小委員会などで発議される場合には経社理に勧告を

し,その承認を受けなければならない。

基準設定は総会をはじめとする人権関連機関において開始されるが,そ

のためには,まず各機関で議題として上程されなければならない。国際人

権基準設定のイニシアティブは直接基準設定についての議題が提出される

場合と,他の議題の審議の中で関連事項として取られる場合がある(70)。発

議者として,国連機関,加盟国政府,事務総長,個人資格の専門委員,国

連専門機構,国連憲章第71条の下で国連との協議関係を認められたNG0
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国連による国際人権基準の設定　一基準の概念と設定のプロセス-

(以下,経社理NGOと略記)でカテゴリーIに属するものが,国際人権基

準設定に関わる機関に対して議題を提出することができる(71)。人権関係の

経社理NGOはほとんどがカテゴリーII　あるいはロスターに属するため

に,議題そのものを公式に提出したことはなく,加盟国政府代表等を通じ

て影響力を行使してきた(72)。

国際人権基準設定が提案されるそもそものきっかけとしては,国連に寄

せられる個人からの人権侵害に関する通報, NGOによる働きかけ,世界

人権会議や犯罪防止会議といった国際会議のアピール宣言や民間の専門家

団体によるアピールがある。例えば,第一回世界人権会議において採択さ

れたテヘラン宣言の18項は科学技術と人権について注意を喚起し,以降,

国連において研究や基準設定が開始された。民間の学会である国際法協会

(International Law Assocmtion: I L A)やアメリカ国際法学会(Amencan

SocietyofInternationalLaw)は,緊急事態における人権についていち早くア

ピールをし,国際人権基準となるべき草案を作成している。また,人種差

別撤廃宣言,および条約,児童の権利条約に見られたように基準設定の発

議が行われる前段階として,国連機関による非難決議,アピール宣言が採

択されて,それらをうけて基準設定が行われることも多い。また,児童の

権利条約と国際児童年に見られるように,国連の設定した国際年が契機と

なって国際年での採択を目指した基準設定が行われる場合もある。

(イ)研　究

すでにふれたように、基準設定の前段階,あるいは初期の段階ではしば

しば,そのテーマについての「研究」が行われることがある。国連憲章第

13条1項b,第62条1項・ 2項には,総会,経社理による研究の権限が規

定されている。人権委員会,人権小委員会,婦人の地位委員会,犯罪防止

刑事司法委員会も研究の権限を有する。

研究について最も積極的な役割を担うのは人権小委員会である(73)。さら
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に,人権委員会や人権小委員会の設けた作業部会によって行われる。人権

委員会および人権小委員会による研究は経社理の承認を要する(7`I)。基準設

定過程で重要なのは,宣言や条約作成の準備のための研究であり,基準設

定に向けての情報収集,背景説明や問題点の指摘が目指される(75)。

研究が基準設定の前段階の作業として行われた例として,最も初期の例

は世界人権宣言の差別禁止規定について,人権委員会が人権小委員会に委

託した研究である(76)。その後,特別報告者等により多数の研究が基準設定

に先立って行われてきた(77)。こうした研究ではテーマについて,一般的,

基本的原則の列挙がなされることが多い。基準設定作業に効果的に結びつ

くために,主題についての各国の立法の状況,要約が行われ,一般的な定

義やガイドラィン,原則を打ち出すという格好をとる。中には,国際人権

基準の草案を添付する研究もある。

最近の研究の傾向は基準設定の作業の便宜を提供するというよりは,世

論の喚起,各国に実施を呼び掛けるための研究に傾斜してきている(78)。そ

の理由として,国連において基準設定が以前のような最優先課題でなくな

り,比重が基準の実施に移ってきていることが第一にあげられる。第二に,

研究を委託しても,中には時間がかかりすぎて基準設定のための草案準備

作業と並行してしまい,研究によって一般的な原則を打ち出しても草案準

備作業にうまく結び付かないためである。しかし, 「国家に対して数多くの

指導原則が作成され,また,適宜,宣言あるいは条約,または宣言と条約

が研究の成果によって明らかにされた人権の空白部分を埋める目的で採択

された」(79)という成果は決して小さくない。

(ウ)草案作成

国際人権基準の設定過程で草案作成に最も活発な機関は人権委員会であ

る(80)。人権委員会は,基準設定過程に関する総会決議32/130および,総

会決議41/120の趣旨に沿う起草作業を行わなければならない。経社理決
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国連による国際人権基準の設定　一基準の概念と設定のプロセス-

議1979/36の主文第2段落によれば人権委員会は,人権に関する様々な国

際文書に規定された人権分野の基準に導かれる(81)とされる。

近年,草案のほとんどが人権委員会等が設置する基準設定のための起草

委員会,すなわち基準設定ための作業部会において作成される傾向にある。

通常の作業部会は,構成員が限定されているが,拡大作業部会(open-ended

working group)はその作業部会を設置した期間のすべての構成員が出席す

ることができる。構成員でない国連加盟国や国際機構はオブザーバーを送

ることができ,発言権を与えられる。経社理NGOも参加できる。発言権

はとくに明示されていないが,国連の実践上,経社理NGOからの発言要

請を認めてきている(82)。

作業部会が多用される背景には,後に見るように非加盟国等オブザー

バーの参加が量的に拡大したために,最初から国連総会の場で話し合われ

なくても多数の意見を考慮することができるようになったことがあると思

われる。逆に規模が大きすぎると審議がしにくいために,まず,小規模の

委員会で草案の原案を作り,それをたたき台に親機関で審議されることが

多かった。また,機関の通常の審議に影響を与えずに草案作成ができると

いう利点がある。

草案作成にあたっては,すでに述べたように研究によって試案

(proposal)が用意されることがある。児童の権利条約のポーランドや植民

地独立付与宣言のソビエトなど,発議者がすでに試案を用意する場合もあ

る。事務局が試案作成を要請される場合もある。あるいは,世界人権宣言

の起草過程に見られるように,複数の試案が政府代表やNGOから出され

て,それらの試案をもとに起草委員会や作業部会で草案(draft)作成が行わ

れる。

起草のための作業部会で審議,草案作成がなされ確定草案が作成される

と,事務総長はその結果を加盟国に送付するよう要請される場合が多い。

その後,経社理での確定草案の採択を通じて,仝加盟国の出席する国連総
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会の第三委員会に持ち込まれて確定草案が審議され,最終的な採択が行わ

れる。しかしながら,論争点の多い場合は確定草案作成までに第-草案,第

二草案と数次の草案改訂作業が行われる。作業部会のみの審議で限界のあ

る場合には,作業部会から上位の機関に審議を勧告する。起草委員会・作

業部会(草案作成) -人権委員会(審議・勧告) -経社理(審議・勧告) -

総会(審議・勧告) -起草委員会(草案改訂)という過程が複数繰り返さ

れて,最終草案が確定される場合が少なくない。しかしながら,人権小委

員会から総会に勧告が送達されるまでに上の場合, 2年を要するために,

児童の権利条約の起草過程では人権小委員会から総会に事務総長を通じて

提案がなされるなどの例も頻繁に見られる(83)。

(エ)審　議

確定草案が作成されると,最終的な条約案,宣言案の完成にむけて草案

について審議が行われる。

審議は作業部会の草案をうけて,人権小委員会,人権委員会においても

行われるが,最終的には経社理を経由して総会のもとの主要委員会でなさ

れる。社会・人権・文化の問題を審議する第三委員会が審議にあたること

が一般的であるが,近年,人権問題と平和の問題の関連も増えてきたこと

から第-委員会においても扱われる。法律問題についての第六委員会も審

議機関となることがある。

審議経過の報告や基礎的な資料の提供を事務局からうけて審議は開始さ

れる。審議は一般討議の後に逐条審議に移る。一般討議では審議計画,文

書の性格,適用範囲,法的地位,実施などについて話し合われる。逐条審

議では確定草案の第-読会から始まる。草案の各条文のパラグラフごとに

逐語的な慎重な討議が行われる。審議に際して,メンバーから修正決議案

の提出(口頭,文書による)を受け付ける。修正案は新条項の導入,複数

の条項をひとつにまとめる,組み替え,移行,削除,若干の字句の改訂(shall
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国連による国際人権基準の設定　-基準の概念と設定のプロセスー

をshouldにするなど)など様々である。提案理由を説明して項目ごとの投

票,分離投票投票に付される。事務局は審議の間,修正案を加えて草案を

順次整理統合,順番の整理(renumber)を要請されるこの間,さまざまな

動議が出されて実質条項の審議に時間が費やされる。

(オ)採　択

確定草案は修正された各条項が整理されて最終案の形になり,国連総会

の全体会議において採択される。

条約,および宣言の最終案が採択されるためには実質事項に関する総会

の表決の際の要件が通用され,憲章の規定により,出席代表の投票の3分

の2の多数が必要とされる。

まず,一般討議が行われて採択方法についての審議などが行われる。多

数決,無投票採択によるコンセンサス採択などの方法がある。

実際の採択においては,条約案,勧告案ともに各条項が表決に付され,そ

の後,条約案または勧告案の全体の採択が行われる。表決後,投票説明な

ど意見表明を行うことができる。

(力)改正

条約の場合,改正は通常締約国会議によって行われる。宣言など国際人

権基準の改正が必要になった場合にはどうなるのだろうか。

この国際人権基準の改正の事例として, 1955年に経社理で採択された国

連被拘禁者処遇最低基準規則がある。 1974年,国連総会はその決議3218

(XXVIII)によって,第5回犯罪防止会議に対して,被拘禁者処遇最低基準

規則に関する議題を討議する際にその再検討にあたって「拷問,その他の

非人道的取扱いから被拘禁者を保護するための規則」を起草して最低基準

規則に加えることを要請している。 1975年の第5回犯罪防止会議では「拘

禁下,または社会内の犯罪者の処遇一帯に国連最低基準規則の充足との関
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連で」と遷する議題の下で戒厳令下等で特定の犯罪の嫌疑によらないで長

期間不当に拘禁されている者に基準規則の定めている人権保障に関する諸

原則を適用するために,いかに同規則を改正すべきかが討議された(84)。最

低基準規則は第二編の特則で,受刑者,精神障害のある受刑者,被逮捕者

および未決拘禁者,民事上の被拘禁者については,それぞれの特性に応じ

た内容の規定がある。一方で,特定の犯罪の嫌疑によらない身体を拘束さ

れている人々については第二編において適用が想定されていないため,規

則改正の必要があると結論されていた。

第5回犯罪防止会議では改正についての結論が出せず, 1976年,経社理

が決議1993号によって基準規則の一部改正を拷問禁止および被拘禁者の人

権保障の見地から犯罪防止規制委員会(当時)に要請している。同年,第

4回犯罪防止規制委員会は改正の任務を継続した。既存の条項には改訂を

加えず,基準規則の最後に新しい章と条項(第5章, 95条)を加える形で

改正を行うことになった(85)。

現存国家の大多数から支持をえて採択された国際人権基準を改正して,

まったく新しいものにするということは,現実にはかなりの抵抗が見られ

る。ひとつには,その文書のもつ歴史的な意義が損なわれるという点,ま

た,新たな同意がどこまでえられるかという点,時間がかかるなどの問題

がある。また多くの国際人権基準や国連の監視活動が既存の基準を根拠に

生成したということから,基準の見直しはかつての国連の活動の正当性に

もかかわりうる。こうしたことから考えると、基準の改正には問題のある

点を加えるという仕方が現実的な選択であったと思われる。

追加の例として、 1985年に採択された少年司法の運営のための国際連合

最低基準規則(北京規則)は,先に例にとった被拘禁者処遇最低基準規則

との関係をどのようにとらえるかについて,該当する条文のあとに注釈を

つけて,双方の内容について解釈の指針を明らかにしている。
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4　先住民族権利宣言案の起草過程

以上,国際人権基準設定過程の法的基礎,主体,プロセスを概観してき

た。ここで具体的な事例として,先住民族権利宣言案の設定過程を見てみ

たい。先住民族権利宣言案は人権小委員会の下の拡大作業部会において,

10年に亘って草案作成に当たってきた。その過程を示したのが次頁の図で

ある。

基準草案の起草作業の中心となった「先住民作業部会」 (The Working

Group onIndigenous Populations)は,経社理決議によって「先住民族の人

権と基本的自由の推進および擁護に関する各国の現状の検討を行うと同時

に,彼らの状況や将来-の願望の類似点と相違点を考慮しながら,彼らの

権利に関する国際的な法規準の作成に努力する」(86)という任務を与えられ

た。作業部会の任務は基本的に基準設定にあるが,具体的な状況について

先住民の保護に関するレビューも行うものであることがわかる。先住民族

権利宣言草案は人権小委員会の審議・採択を経て,人権委員会,さらに経

社理経由で総会において最終的に審議・採択されることが目標とされてい

る。

起草過程の特徴として第一に挙げられるのは,作業部会における起草過

程に多様な参加者を得ている点である。起草過程には作業部会の議長をは

じめとする委員を中心に,加盟国,専門機関,特別報告者,関連するNG

O,さらに権利の直接の享有者である先住民の代表が加わった(87)。第二の

特徴として起草過程においては,各参加者は草案原案の提出など実質的な

貢献を行うことができる。第三の特徴として,作業部会の委員を中心に参

加者間の対話が進められ,参加者それぞれの立場で妥協・修正が行われ,統

一的見解が草案に反映されるよう修正が加えられ,さらに複層的過程を経

た参加者の統一意思が国連の統一的かつ一方的基準として定式化されるの

である。基準設定過程の段階からどこまで共通の認識を高められるかは,
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図:先住民族権利宣言草案の起草過程
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監視活動や今後の条約化,さらには国内実施の問題とも関係してくること

と思われる。したがって,起草過程において,多数の関係主体の実質的参

加によって加盟国間あるいは国家と先住民の間にコンセンサスが形成され,

さらにパートナーシップが建設されていく(88)。加盟国の多くは新たな国際

人権基準の必要性,問題の所在を認識するようになる。例えば先住民族権

利宣言草案の起草と並行し,ニヵラグアにおいて先住民に対する統合政策

が廃止され,先住民の権利を保護するための特別政策に向けての審議が開

始された(89)。カナダや日本では宣言草案に規定された権利すべてを認める

には至らないものの,先住民と対話を開始する中で,新たな政策を考慮し

ている(90)。各国の取り組みの程度は異なるが,基準設定過程の段階におい

てさえも,国家の態度は変化しうるし,新たな規範意識の獲得がなされる

場合がある。また,国家間,国家と権利の享有著聞の対話が国内で設定さ

れた討議の場に加えて与えられ,意見交換や相互理解,少なくとも相互認

識が促進される。加盟国の起草過程へのコミットメントは,国際人権基準

の将来の履行を促す契機になるか,少なくとも不履行への正当化を妨げる

要素となることも指摘できる。

さらに,筆者の関心から注目したいことは国際人権基準の淵源.sources)

である。先住民族権利草案を例にとると,以下のものをを淵源としている。

その第-は,国家の国内法・政策等の国家実行である。第二に, 1970年代,

80年に入ってから採択された先住民自身による諸宣言である(91)。第三に,

I LO 107号条約や自由権規約等の既存の国際条約や宣言である。さらに

特別報告者の研究成果,作業部会の審議中の国家代表等によるステートメ

ントで先住民に関する規範認識を現すもの等が挙げられる。起草過程を通

じて,以前の草案や決定が基礎となることはいうまでもない。また,先ほ

ど挙げたニカラグアの例のように,起草過程の途中の国家実行で,積極的

な国家の規範認識を示すものは重要な淵源になる(92)。

このように,国際人権基準はひろく国内,国際の法,宣言,実行に依拠
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し,ならびに,多様な参加者による審議そのものに見られる規範意識が重

要な淵源となることがわかる。このことは国際人権基準の普遍的通用とい

う目的からも重要な点であろう。

いま見たような過程を辿り,先住民族権利宣言案も黄終的に,総会にお

いて決議として採択されることによって有効になり,名宛人は特定されず

広く国連加盟国に勧告されることになると思われる。

おわりに

本稿では国連により採択されてきた国際人権基準について,その概念を

明らかにし,さらに国際人権基準設定活動を概観するために,活動の法的

根拠,手続,プロセスをみてきた。残された問題は,こうした国際人権基

準はどのような法的性格を有するのかということである。国連憲章の解釈

として,憲章と不可分の一体をなすのか,国連という加盟国がほぼ普遍的

である国際機構で全会一致で採択されることにより,慣習国際法としての

地位をえるのかなど議論すべき点は多い。その点の詳細な分析は別稿に譲

り,ここでは国際人権基準と国際人権条約の起草との関係について,若干

の指摘をおこなって結びとしたい。

国際人権基準が国際人権条約の起草過程に一定の役割を果たしているこ

とは,疑いがない。すでに見たように,様々な宣言が人権条約の起草の契

機となり,また,起草を促進する役割を果たしてきた。すなわち,加盟田

の意思の一致を徐々にはかるために,国連は宣言採択を条約作成に優先さ

せて,規範の具体化をはかってきた。

条約起草の前段階で同じ主題の国際人権基準とりわけ宣言を採択する意

義はいくつかある。この間題についてすでにふれた国連事務総長の「多数

国条約起草過程のレビュー」(93)と題した報告書の中で,宣言の機能につい

て, 「条約の中で(規範の内容が)確定的に具現化される前に,そうした計
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画のためのガィドラインを示し,もしくは一定の原則を実際にテストする

ことを助けることができる」としている(94)。具体的に例を挙げれば,拷問

禁止条約は,その前に採択されていた拷問禁止宣言の文言の大部分を踏襲

している。宗教的不寛容に関する宣言は同主題の条約の起草作業が進めら

れて久しいが,宗教的不寛容宣言の実施に関する特別報告者の研究によっ

て様々な原則がテストされ,加盟国間でコンセンサスの得られていない原

則についてどのように合意を得るかが検討されている。こうした宣言の存

荏,さらに監視活動による宣言の実施によっても,未起草の条約の起草を

促進するのに貢献するのである。

宣言はまた,「長期の条約起草のプロジェクトを完結させるよりもより早

く状況を改善(ameliorate)することができる」(95)。条約起草は一般に長期

間を要する。拷問禁止条約は起草に9年がかかり,条約の発効までにさら

に3年かかっている。したがって拷問禁止宣言が採択されて後, 12年かけ

てようやく条約が発効しているのである。児童の権利条約は比較的早く2

年の起草期間で条約が採択された,珍しい例である。ただ,この条約も児

童の権利宣言の採択から30年程が経っている。宣言を採択することによ

り,ある分野の人権保障の重要性について少なくとも国際的に公的なある

種の了解を得ることにつながり,条約起草のために必要な規範意識の形成

にも貢献しうるのである。

国際人権条約と国際人権基準はそれぞれ独立したものとして存在してい

るのではなく,相互補完的であるといえる。国際人権基準は,冒頭で述べ

たような国際人権条約の欠陥を補うのみならず,国際人権条約の基礎とし

て,また条約が発効してからも,条約の解釈の指針として条約規定の内容

を追加発展させる機能をももちうるのである。
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<国連総会の採択した国際人権基準一覧>

内 容 国際人権基準名称 採択日 決議番号

国際人権

事典

,世界人権軍言 1948 .12.10 2 17A III)

自決権 i植民地独立付与宣言 1960 .12.14 15 14 XV)

-天然資源に対する永久的主権に関する決議 1962 .12.14 1803 (XVII

差別防止 -あらゆる形態の人種差別に関する国際連合宣言 1963 .12.20 1904 XVIII

一女性に対する差別撤廃に関する宣言 1967 .ll.7 2263 XXII

I宗教または信条に基づくあらゆる形態の不寛容 1981 .ll.25 36/55

お よび差別撤廃に関する宣言

人身の -拷問およびその他の残虐な,非人間的なもしくは品 1975 .12.9

5.12.9

1992 .12.18

3452 XXX

43/ 173

47/ 133

自由 位を旺める待遇または処遇からすべての人を保護

することに関する宣言

- あらゆる形態の抑留または拘禁の下にあるすべ

てのものの保護のための諸原則

-強制的失綜からすベての人々を保護するための宣言

女 性 ー婚姻の同意, 婚姻の最低年齢および婚姻の登録 1965.ll.1

1993 .12.20

20 18 (XX)

48/ 104

に関する勧告

-女性に対する暴力撤廃宣言

無国籍者 一一領域内庇護.に関する宣言 1967 .12.14 2 312 (X XI I)

難 民 I所在国の一国民ではなY、人の人権に関する宣言 1985 .12.13 40/ 144

児 童 つa 童の権利に関する宣言 1959 .l l.20 1386 (XIV)

家 族 J人民の間の平和, 相互尊重および理解の理想を 1965 .12.7

1974 .12.14

1986.12.3

2037 (XX

33 18 XXIX

41/85

青年に-奨励するこ-とに関する宣言

-緊急時および武力衝突における女性および児童

の保護に関する宣言

i児童の保護および福祉特に国内的および国際的

養育委託および養子縁組に関する社会的および

法的原則に関する宣言

障害者 -精神薄弱者の権利に関する宣言 1971 .12.20 2856 XXVI

- 身体障害者の権利に関する宣言 1975 .12 .9 3448 XXX

-精神病者の保護および精神保健ケアの改善に関 1991 .12.17 46/ 119

する決議

少数者 一民族的, 種族的, 宗教的, 言語的少数者に属す 1992 .12.18 47/ 135

る人々の権利に関する宣言

発 展 -.社会的進歩および発展に関する宣言 1969 .12.ll 2542 (XXIV

開 発 I飢餓及び栄養失調の撲滅に関する世界宣言 1974.12.17 3348 XXIX
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一発展への権利に関する宣言

-人民の平和への権利に関する宣言

一致争犯罪および人道に対する罪にある人の捜索,

逮捕引き渡し,処罰についての国際協力に関する

原則

一平和および人類の利益のために科学的および技

術的進歩を利用することに関する宣言

1986.12.4

1984.ll. 12

1973. 12.3

1975.ll.10

41/128

39/ll

3074 (XXVIII)

3384 (XXX)

<経済社会理事会が採択した国際人権基準一覧>

国際人権基準の名称 採択日 決議番号

- 被拘禁者取扱いのための最低基準規則

- 死刑に直面 しているものの権利の保護を確保

1955.8.30

1957.7.31

1977.5.13

1.5.25

第 1 回犯罪防止会議

6 63 XXIV

2076 LXII

1984/50

する保障規定
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一　丁王　-

(1)人権問題は第二次世界大戦以前にも国際間題として存在した。古くはビトリ

ア(16世紀)の非ヨーロッパ人に対する考え,ウェストフアリア(17世紀)

における宗教的寛容の了解があり, 17世紀には政治亡命者の保護, 18世紀・

19世紀における戦時国際法の発達の中の人道規定の発展,通商の自由の進

展,奴隷売買の禁止があり,第一次世界大戦後の国際連盟と国際労働機関

(internationalLabourOrganization: I L O)の設立も挙げられる。しかしな

がら,そこにおいて人権問題は「特定の国家間の紛争の回避」という文脈で

捉えていた。それに対し第二次大戦後,国連の設立により,個人の人権が

「国際社会全体の利益」として捉えられるようになった。現代国際国際法に

おける国際的人権保障の意義はこの点にあると考えられる。

(2) United Nations, Compilation of International Instruments : Volume I Universal

lnstruments, (New York: United Nations, 1994)

(3)　ミルキヌーゲツユヴイチ(宮澤俊義・小臼滋訳) 『国際憲法』岩波現代叢

書, 1952年, 9頁。 「立憲民主国の法律機構は国際法規の侵害を拒むが,こ

れに反して,専制国家では国際条約の侵害は,必然的な反対努力を見出だす

ことはない」という記述は国内政治体制が国際法の国内実施に与える影響に

ついて示唆を与える。

(4) ILO , International labour standards: a workers 'educational manual, third revised

Ed. , (Geneva:ILO , 1990)

(5) See, UNESCO, Standard-Setting Instruments, incorporating supplement 2, (Paris:

UNESCO, 1986)

(6) United Nations, UnitedNations Action in the Field of Human Rights, (New York:

United Nations,　　　　309, para. 5.

(7) Miche1 Virally,.-Definition and classification of international organizations: a legal
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approach", in Georges Abi-Saab (ed. ) , The concept of international organiza-

tion, (Paris:UNESCO, 1981), p.63.

(8) Virally, Ibid., p.63.

(9) Felice Morgenstern, Legal Problems of International Organizations,

(Cambridge:Grotius Publications Ltd. , 1986) , p. 91.

(10)基準設定を国際機構の一方的行為として見るものについて,例えば,横田洋

三「国際組織の法構造一機能的統合説の限界」 『国際法外交雑誌』第77巻第

6号, 36頁を参照。

(ll) Paolo Contini and Peter H. Sand,一一methods to Expedite Environment Protection一一

American Journal oflnternationalLaw (AJIL) , Vol. 66 (1976) , pp. 37-59.

( 12) Jiri Toman,"Quasi-Legal Standards and Guidelines for Protecting Human Rights",

in Hurst Hannam (ed. ), Guide to International Human Rights Practice,
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